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主旨

1

1. 政府の統計等を活用しつつも、必要なデータを自ら取得する機会を常に模索

するべき。

2. AI/IoTや官民のビッグデータの活用にあたっては、事業者や学術・研究機関

との連携・協力を体制を構築する必要がある。

3. ナッジなどの行動科学の知見の活用にあたっては、仮説を立て、効果測定を

行い、改良を行うこと、また、他の自治体等と知見を共有することが重要。

効果測定を通じて、データの取得、ステークホルダーとの連携も進む。

4. 需要の柔軟性の評価方法や事業性は模索段階であり、国内外の取り組みに関

する情報収集を続けること、機会があれば率先して取り組みに参画していく

ことが重要。
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事業・施策の基盤となるデータ
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政府統計の例：住宅・土地統計調査
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（出所）総務省「平成30年住宅・土地統計調査」をもとに住環境計画研究所作成
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政府統計の例：家庭部門のCO2排出実態統計調査

4
（出所）環境省「平成30年度家庭部門のCO2排出実態統計調査」をもとに住環境計画研究所作成
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政府統計の例：家庭部門のCO2排出実態統計調査

5
（出所）環境省「平成30年度家庭部門のCO2排出実態統計調査」をもとに住環境計画研究所作成
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ホームエネルギーレポートでの行動科学の活用

6
（出所）平山他「ホームエネルギーレポートによる省エネ効果の地域性・持続性に関する実証研究ー省エネ効果の季節性と経年変化ー」

BECC JAPAN 2020 (2020年8月) ※平成29～31年度環境省委託事業（低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業）
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デフォルトの効果
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• 省エネ型の冷蔵庫を「基本セット」（デフォルト）にすると、「オプション」
に位置づける場合に比べ、省エネ型の選択率が大幅に向上（web実験）。

（注）一人暮らしをする大学生の子を持つ人で、家電選定に関
わった人を対象に、仮想のチラシを提示して選択させた結果であ
り、実際の購買行動ではない。

（出所）東京都環境局「行動科学を活用した家庭部門における省エネルギー対策検討会第4回資料1-3」
2018年1月（住環境計画研究所作成資料）
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デフォルトの効果
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• 交換用の蛍光ランプを買いに来たという想定（web実験）で、LED照明の
メッセージを提示したところ、メッセージを受けなかった人に対し、LED照
明の選択率が有意に上昇。

• 「デフォルトの変更」が最もLED照明の選択率が高かった。

（出所）土屋他「省エネルギー性能以外の価値(NEV: Non-energy-value) を活用した省エネ機器普及促進事業
ー省エネ関連ナッジプロジェクトの実証結果についてー」BECC JAPAN 2020（2020年8月）※令和元年度資源エネルギー庁委託事業

65.1% 73.0% 72.0% 74.2%
ﾒｯｾｰｼﾞ無
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段階的な働きかけをデザインする
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エネルギーレポート

HEMSアプリ

家庭エコ診断

イベント

うち、使いすぎなの？

何が多いのだろう？

詳しい人に相談しよう
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米国のGrid-interactive Efficient Buildings (GEB)

10
（出所）US Department of Energy. Grid-interactive Efficient Buildings Overview. April 2019.

• 建築物におけるエネルギー効率の改善と、電力需給の安定性への貢献の両立を
目指すコンセプト。

• 欧州でもEUの建築物エネルギー性能指令のもと、Smart Readiness Indicator 
for Buildingsの開発が進行中。


